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【図表4-2】船員の乗組み体制

第４章　海上安全・保安の確保と環境保全
１．国際海事機関（IMO）

２．安全確保の柱としての資格制度

【図表4-1】IMOの組織図

国際海事機関（International Maritime Organization）は、海上の安全、船舶からの海洋
汚染防止等、海事分野の諸問題についての政府間の協力を推進するために1958年に設立された
国連の専門機関であり、１年を通じ様々な委員会・小委員会が開催され、専門分野の国際ルー
ルについて議論が行われている。
我が国は、世界の主要海運・造船国として各会合に積極的に参画し、国際的な議論をリード
している。

船舶職員とは、乗組員のうち、船長、機関長、航海士、機関士など船内における各種の業務
の責任者をいい、船舶所有者は、船舶の大きさや航行区域などに応じた乗組み基準に従って海
技免状を受有する船舶職員を乗り組ませることとなっている。
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【図表4-3】海技免許有効者数

【図表4-4】小型船舶操縦免許有効者数

【図表4-5】締約国資格受有者承認証有効者数

小型船舶においても、航行の安全を確保するため、船長（小型船舶操縦者）には小型船舶操
縦士の免許が必要であり、船舶所有者は、船舶の航行区域や構造などに応じた乗船基準に従っ
て小型船舶操縦士を乗船させることとなっている。

STCW条約に基づき相手国の船員の資格を承認する旨の二国間の約束をしている締約国の資
格証明書を有する外国人船員について、国土交通大臣の承認を受ければ、日本の海技資格を有
しなくても外航日本籍船の船舶職員として乗り組むことができる制度。
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我が国においては、全国で34の水先区が設定されており、そのうち、特に厳しい船舶交通の
難所とされる10の水域では、当該水域を航行する一定の船舶に対し、水先人の乗船が義務付け
られている（強制水先）。

３．航行を支える水先業務

４．船舶による油濁問題への取組

【図表4-6】水先区及び水先人数

【図表4-7】油による汚染損害の賠償・補償制度の概要（持続性油タンカーが対象）
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燃料油による汚染損害及び座礁船等の除去費用を賠償するための保険加入を義務付けるため、
二つの国際条約（燃料油条約及びナイロビ条約）の国内法制化として、2020年10月に改正油賠
法が施行され、保険契約の義務付け対象は、内外航問わず一定国際総トン数以上の船舶に拡大
された。

寄港国による監督（ポートステートコントロール（以下「PSC」という。））とは、寄港する
外国船舶に対する立入検査のことである。PSCでは、寄港国の検査官（以下「外国船舶監督官」
という）が、日本に寄港する外国船舶が国際条約の基準に適合しているかを確認し、基準に適
合していない船（サブスタンダード船）には是正を命じることで、海上における安全の確保及
び海洋環境の保全等を図っている。
また、一般に船舶は多国間を航行するため、PSCを一国で実施するよりも近隣諸国と協力して
実施する方がより一層の効果が期待できることから、現在世界各地域で協力体制が構築されてい
る。アジア太平洋地域では、我が国のイニシアティブにより、1993年に、東京において締結され
た「アジア太平洋地域におけるPSCの協力体制に関する覚書（東京MOU）」（現在21当局）の枠
組みのもと、外国船舶の立入検査のデータを共有するほか、PSC委員会によるPSCの検査手順
の策定や外国船舶監督官に対する訓練等が行われており、効果的なPSC の実施を図っている。

全国に配置されている運航労務監理官は、船員の労働条件・労働環境の適正な確保、航海の安
全確保等を図るため、船舶又は事業場に立ち入り、関係法令の遵守状況等の確認を行っており、
2020年度は5,181件（船員労務監査3,262件、運航管理監査1,919件）の監査を実施した。監査の
結果、関係法令に違反していることが判明した事業者等に対して、指導や行政処分等を行っている。

５．ポートステートコントロール

６．運航労務監理官による監査

【図表4-8】燃料油による汚染損害及び難破物除去損害に係る保険契約締結の義務付け対象を拡大
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